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ニッセイ／シュローダー好利回りＣＢファンド
2022－12（為替ヘッジあり・限定追加型）
追加型投信／内外／その他資産（転換社債）

運 用 実 績

基準価額・純資産の推移 基準価額および純資産総額

分配の推移（１万口当り、税引前）

基準価額の騰落率（税引前分配金再投資）

※上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。
※基準価額は実質的な信託報酬控除後のものです。税引前分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を再投資したものとして計算しております。なお、信託報酬率は「手続・
手数料等」の「ファンドの費用」をご覧ください。
※運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。分配金は信託財産から支払いますので、基準価額が下がる要因となります。
収益分配金には普通分配金に対して所得税および地方税がかかります（個人受益者の場合）。
※ファンド騰落率は分配金（税引前）を再投資したものとして計算しており、実際の投資家利回りとは異なります。
※基準価額の前月末比は、決算日到来月に分配金支払実績がある場合、分配金込みで算出しています。

組入比率

※対純資産総額比

基準価額

前月末比

純資産総額 92億円

10,902円

－ 8円

ニッセイマネーストックマザーファンド 0.0%

シュローダー先進国好利回りＣＢファンド
2022-12（適格機関投資家専用）

99.8%

短期金融資産等 0.2%
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2026 年 1 月 末 現 在

設定来
9.0%

3年

ファンド －0.1% 0.0% 0.3% 0.0%
1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年

7.5%

基準価額の変動要因

インカム

キャピタル

為替要因・その他

信託報酬等

小計

分配金

合計

－ 55円

－ 8円

－ 11円

－ 8円

－円

11円
47円

ＣＢ要因

※要因分析は概算値であり、実際の基準価額の変動を正確に説明するもので
はありません。

※各数値は四捨五入して表示している場合がありますので、各項目の合算は
必ずしも合計とは一致しません。

※ＣＢ要因、為替要因は、シュローダー・インベストメント・マネジメント
株式会社の資料に基づき、ニッセイアセットマネジメントが作成していま
す。

※為替要因・その他には為替ヘッジに係る損益や資金流出入に伴う為替ヘッ
ジの差異等、要因分解をする上で生じる計算の誤差等や累積効果が含まれ
ます。

※信託報酬等には投資対象とする指定投資証券にかかる信託報酬等も含みま
す。

第1期 2023年12月 0円

第3期 2025年12月 0円

第2期 2024年12月 0円

第4期 2026年12月 －

直近1年間累計 0円

設定来累計額 0円
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投 資 対 象 フ ァ ン ド の 状 況

ポートフォリオ情報

格付分布

※1 格付は、ムーディーズ、Ｓ＆Ｐ、フィッチレーティングスのうち、上位の格付を採用して
おります。なお、いずれの格付会社からも格付が付与されていない場合は、シュロー
ダー・インベストメント・マネジメント株式会社による社内格付を採用しております。
以下同じです。また平均格付とは、投資対象ファンドが組み入れている債券にかかる格
付を加重平均したものであり、当ファンドにかかる格付ではありません。

※2｢デュレーション｣＝債券投資におけるリスク度合いを表す指標の一つで、金利変動に対す
る債券価格の反応の大きさ（リスクの大きさ）を表し、デュレーションが長いほど債券価
格の反応は大きくなります。

※3｢最終利回り｣＝満期までの保有を前提とすると、債券の購入日から償還日までに入ってく
る受取利息や償還差損益(額面と購入価額の差)等の合計額が投資元本に対して１年当りど
れくらいになるかを表す指標です。
最終利回りは、株価連動性が高い銘柄等、債券価格が償還価額を上回って取引されている
銘柄の影響等によりマイナスとなる場合があります。

※4｢平均直利｣＝平均クーポン÷平均時価単価
※5｢デルタ｣＝一般的に、転換対象株式の価格変動とCBの価格変動の連動性を表しています。
デルタの数値が高いほど（１に近いほど）株価とCBの連動性が高くなります。
デルタ＝CB価格の変化率（％）／株価の変化率（％）

※投資対象ファンドの状況は、当ファンドが主に投資対象とする「シュローダー先進国好利回りＣＢファンド2022-12（適格機関投資家専用）」の状
況を表示しており、以下の表中の数値は、同ファンドの運用会社である、シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社の資料（現地月末
前営業日基準）に基づき、ニッセイアセットマネジメントが作成しています。

国・地域別構成比率

※対組入債券評価額比
※国・地域はシュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社の分
類によるものです。以下同じです。

通貨別構成比率

※対組入債券評価額比

※対組入債券評価額比

※1

※2

※3

※4

※5

平均格付

6.44%

平均デュレーション 1.75年

Ａ－

平均直利

平均デルタ（株価連動性）

銘柄数

1.15%

0.00

31

平均残存年数 1.87年
平均最終利回り

14.4%

－

50.9%

ＢＢ格以下

Ａ格

ＢＢＢ格

ＡＡＡ格

ＡＡ格
0.9%

33.8%

71.4%

11.6%

ドイツ 4.5%

韓国 2.7%

イギリス

2.6%

シンガポール 1.9%

日本 1.8%

スイス

1.7%
オランダ 0.9%

イタリア 0.8%

その他 －

フランス

アメリカ 米ドル 73.4%

イギリスポンド 11.6%

ユーロ 10.6%

スイスフラン 2.6%

日本円 1.8%

－ －

－ －

－ －
－ －

－ －

－ －

2026 年 1 月 末 現 在

＜ご参考＞ポートフォリオ構築時の状況（※6）

※6 ポートフォリオ構築（2023年1月12日）時点7.06%
為替ヘッジコスト(②) 3.09%

為替ヘッジコスト控除後
購入時最終利回り(①－②)

3.97%

購入時最終利回り(①)
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組入上位10銘柄

※対組入債券評価額比

業種別構成比率
※対組入債券評価額比
※業種は ＧＩＣＳ （世界産業分類基準）による分類をもとにシュローダー・インベスト
メント・マネジメント株式会社が分類しています。なお、ＧＩＣＳに関する知的財産所
有権はＳ＆ＰおよびＭＳＣＩ Ｉｎｃ.に帰属します。「国債」の組入がある場合は、
「その他」に分類しています。以下同じです。

為替（ユーロ・円レート）の推移（直近3年間）為替（米ドル・円レート）の推移（直近3年間）

※対顧客電信売買相場仲値のデータをもとに、ニッセイアセットマネジメントが作成しています。

マ ー ケ ッ ト の 状 況
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コミュニケーション・サービス 6.6%

一般消費財・サービス 11.9%

資本財・サービス 2.6%

その他 50.9%

－ －

生活必需品 6.0%

ヘルスケア 3.0%

情報技術 2.8%

不動産 8.9%

金融 7.3%

1
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6.0%

キャピタル＆カウンティーズ・プロパティーズ

銘柄 国・地域 業種 比率

アメリカ国債 アメリカ その他 50.9%

5.6%

オカド・グループ イギリス 生活必需品

イギリス 不動産

トリップアドバイザー アメリカ コミュニケーション・サービス

サンラン

3.3%

テラドック・ヘルス アメリカ ヘルスケア 3.0%

デリバリー・ヒーロー 韓国 一般消費財・サービス 2.7%

ＴＡＧインモビリエン ドイツ 不動産

2.0%
シー シンガポール 一般消費財・サービス 1.9%

資本財・サービス 1.8%

日本 一般消費財・サービス 1.8%メルカリ

アメリカ

2026 年 1 月 末 現 在
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※「当月の市況動向」および「今後の見通しと運用方針」については、シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社の資料（現地月末前営
業日基準）に基づき、ニッセイアセットマネジメントが合理的と判断した上で作成しています。

当月の市況動向

ファンドの状況

　業種別では、一般消費財・サービス、不動産の順に組み入れた運用となっています。
　国・地域別では、アメリカ、イギリスの順となっています。
　当ファンドの基準価額は10,902円となり、前月末比－8円となりました。

2026 年 1 月 末 現 在

　当月のグローバルＣＢ（転換社債）市場は上昇しました。
　当月の世界株式市場は、地政学リスクの上昇などを背景とした金や銀などの商品市況の上昇や、人工知能（ＡＩ）関
連の投資拡大の動きなどから、上昇しました。
　前半は、トランプ米政権によるベネズエラへの軍事介入や、デンマーク自治領であるグリーンランドの領有権を巡る
米欧対立など地政学リスクの上昇や、ＡＩ関連のインフラ需要などから銀や銅などの商品市況の上昇を背景に資源株が
けん引し、上昇する展開となりました。
　後半は、デンマーク自治領であるグリーンランドを巡り米国が欧州8カ国に対して追加関税を表明するなど米欧の対
立が一時深まったことや、日本の金利上昇を発端とした日米長期金利の上昇から大幅に調整する局面がありました。し
かし、すぐにトランプ米大統領が欧州への追加関税を見送るなど米欧対立懸念が後退したことから金融市場が落ち着き
を取り戻したことや、北米での記録的な寒波による暖房需要などから天然ガスの急騰などを受けエネルギーセクターが
上昇をけん引したこと、また、金などの商品市況の上昇が継続する中、ＡＩ関連の半導体企業による良好な業績発表も
追い風となり、上げ幅を広げました。
　このような中、グローバルＣＢ市場は、情報技術セクターが堅調な推移となり、株式市場の上昇に一定程度追随する
動きとなりました。



ニッセイ／シュローダー好利回りＣＢファンド2022－12（為替ヘッジあり・限定追加型）
マ ン ス リ ー レ ポ ー ト

本資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。 5 / 10

今後の見通しと運用方針

　2025年は、主要国における金融緩和や政策支援を背景に、市場の流動性はおおむね良好な環境となりました。
2026年もこの環境は一定程度継続し、ＣＢ市場の需給は安定的に推移すると見込んでいます。ＡＩ関連を中心とした
設備投資が拡大する中で、ＣＢは企業の柔軟な資金調達手段として活用されることが予想されます。また、株式市場の
ボラティリティ（価格変動性）が高止まりする局面においては、リスク管理を重視した投資家による選好姿勢がＣＢ市
場の支えとなっています。発行動向についても、グローバルで活発な発行が継続すると考えます。米国が引き続き発行
の中心となる一方、アジア（日本含む）も成長投資や企業改革を背景に一定の存在感を維持する見通しです。
　当ファンドは、原則としてファンドの信託期間内に償還日を迎えるＣＢに投資し、償還日まで保有することを基本と
しています。発行体の信用リスク、流動性などを勘案し、相対的に利回りが高いと判断される銘柄を中心に投資を継続
する方針です。

2026 年 1 月 末 現 在

運用体制 原則作成基準日時点で入手しうる情報に基づきます。

2025年12月30日時点

運用責任者 笹岡 洋委智※

経験年数 30年

運用担当部 外部運用部
※当ファンドの実質的な運用は、シュローダー・インベストメント・マ

ネージメント・リミテッドが行います。
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●ファンド（指定投資信託証券を含みます）は、値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替変動リスクもあります）
に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本を割込むことがあります。

●ファンドは、預貯金とは異なり、投資元本および利回りの保証はありません。運用成果（損益）はすべて投資者の
皆様のものとなりますので、ファンドのリスクを十分にご認識ください。

主な変動要因

基準価額の変動要因

①日本を含む世界のＣＢ（転換社債）に投資します。
※ＣＢ（転換社債）とは、一定の条件で株式に転換できる権利（転換権）のついた債券です。
②信託期間を勘案しつつ、相対的に利回りが高いと判断される銘柄に投資します。
③外貨建資産について、原則として対円での為替ヘッジを行い為替変動リスクの低減を図ります。
※原則としてファンドの信託期間（約5年）に応じた長期間の為替ヘッジを行い、為替変動リスクの低減に加え為替
ヘッジコストの変動リスクの抑制をめざします。

※「為替ヘッジ」とは、為替変動による資産価値の変動を回避する取引のことをいいます。
④信託期間約5年の限定追加型の投資信託です。
※「限定追加型」とは、当初設定時から一定期間追加募集を行い、その期間経過後は追加募集をしないタイプの投資
信託をいいます。

フ ァ ン ド の 特 色

投 資 リ ス ク
※詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）の内容を十分にお読みください。

6 / 10

ＣＢの価格は、転換の対象となる株式等の価格変動の影響を受け変動します。
転換の対象となる株式は、国内および国際的な景気、経済、社会情勢の変化等の影響を受け、
また業績悪化（倒産に至る場合も含む）等により、価格が下落することがあります。一般に当
該株式の価格の下落あるいは株式市場の全体的な価格の下落は、ＣＢの価格の下落要因となる
ことがあります。
なお、ＣＢの価格は、株式に転換する条件である転換価格を基準として、株式の価格が転換価
格より高いほど株式の価格変動の影響を受けやすくなる傾向にあります。一方、株式の価格が
転換価格より低いほど市場金利変動の影響を受けやすくなる傾向にあります。
ＣＢの発行条件によっては、発行体の裁量により額面相当額の株式で償還される場合がありま
す。額面相当額の株式での償還が発表された場合、ＣＢの価格が下落することがあります。ま
た、株式で償還された場合には、ファンドが当該株式を売却するまでの期間、株式の価格変動
の影響を受けることになります。

株価変動
リスク

Ｃ
Ｂ
（
転
換
社
債
）
投
資
リ
ス
ク

市場金利は、景気や経済の状況等の影響を受け変動し、それにともないＣＢの価格も変動しま
す。一般に市場金利が上昇した場合には、ＣＢの価格が下落します。

金利変動
リスク

ＣＢの発行体が財政難・経営不振、資金繰り悪化等に陥り、ＣＢの利息（クーポンが0％のＣＢ
もあります）や償還金をあらかじめ定められた条件で支払うことができなくなる場合（債務不
履行）、またはそれが予想される場合、ＣＢの価格が下落することがあります。

信 用
リスク

外貨建資産については、原則として対円での為替ヘッジを行い為替変動リスクの低減を図りま
す。ただし、為替ヘッジを完全に行うことができるとは限らないため、外貨の為替変動の影響
を受ける場合があります。また、円の金利が為替ヘッジを行う当該外貨の金利より低い場合な
どには、ヘッジコストが発生することがあります。

為替変動リスク

外国の資産に投資するため、各国の政治・経済情勢、外国為替規制、資本規制等による影響を
受け、ファンドの資産価値が減少する可能性があります。カントリーリスク

市場規模が小さいまたは取引量が少ない場合、市場実勢から予期される時期または価格で取引
が行えず、損失を被る可能性があります。一般にＣＢの市場は、上場株式市場や国債市場と比
較して、市場規模が小さく、取引量も少ないことから、流動性リスクが高い傾向にあります。

流動性リスク

基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。！

お買い付けのお申込みはできません。
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本資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。

●ファンドの投資対象に含まれる信用格付の低いＣＢ（信用格付ＢＢ格相当以下のＣＢ）は、より高い信用格付を有
するＣＢに比べ、発行体の財務状況や景気動向等により、ＣＢの価格が大きく変動する可能性、また信用リスクの
顕在化にともない債務不履行となる可能性が高い傾向にあります。

●ファンドの信託期間内に償還日（満期償還日または繰上償還日）を迎えるＣＢの償還金等については、ファンドの
信託期間内に償還日を迎えるＣＢに再投資することをめざします。ただし、当該ＣＢは、当初投資したＣＢに比べ、
低い利回りのものである可能性があります。また、資金動向、市場動向等によってはＣＢへの再投資ができない可
能性があり、その場合には、主に残存期間の短い債券や短期金融商品等への投資を行います。その結果、ファンド
の償還日が近づくにつれてファンド全体の利回り水準が低下することがあります。

●ファンドが主要投資対象とする「シュローダー先進国好利回りＣＢファンド2022-12（適格機関投資家専用）」が
存続しないこととなる場合には、ファンドを繰上償還します。
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そ の 他 の 留 意 点

●分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの信託財産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額
相当分、基準価額は下がります。
●分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場
合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水
準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。
●受益者のファンドの購入価額によっては、支払われる分配金の一部または全部が実質的に元本の一部払戻しに相当す
る場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様で
す。

分配金に関する留意事項

●ファンドは、多量の換金の申込みが発生し換金代金を短期間で手当てする必要が生じた場合や組入資産の主たる取引
市場において市場環境が急変した場合等には、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で
取引ができないリスク、取引量が限定されるリスク等が顕在します。
これらにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性、換金の申込みの受付けを中止する、また既に受付けた換
金の申込みの受付けを取消しする可能性、換金代金のお支払いが遅延する可能性などがあります。

お買い付けのお申込みはできません。
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お申込みメモ

詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）の内容を十分にお読みください。

当該投資信託の募集期間は終了しました。購入単位
購入時

当該投資信託の募集期間は終了しました。購入価額

換金申込受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額を差引いた額とします。換金価額
換金時

換金申込受付日から起算して、原則として７営業日目からお支払いします。換金代金

原則として毎営業日の午後３時30分までに販売会社の手続きが完了したものを当日受付分とします。
ただし、申込締切時間は販売会社によって異なる場合がありますので、詳しくは販売会社にご確認く
ださい。

申込締切時間

申込に
ついて

申込日または申込日の翌営業日が、次のいずれかの休業日と同日の場合は、換金の申込みの受付けを
行いません。
・ニューヨーク証券取引所、ニューヨークの銀行、ロンドン証券取引所、ロンドンの銀行、
シンガポール証券取引所、シンガポールの銀行、チューリッヒの銀行
海外休日カレンダー：https://www.nam.co.jp/fundinfo/calendar/holiday.html#hdg35

申込不可日

12月10日（該当日が休業日の場合は翌営業日）決算日決算・
分配 年１回の毎決算日に、収益分配方針に基づき収益分配を行います。収益分配

2027年12月10日まで（設定日：2022年12月9日）信託期間

その他

・主要投資対象とする「シュローダー先進国好利回りＣＢファンド2022-12（適格機関投資家専
用）」が存続しないこととなる場合には、ファンドを繰上償還します。
・受益権の口数が50億口または純資産総額が50億円を下回っている場合等には、委託会社はあらか
じめ受益者に書面により通知する等の手続きを経て、ファンドを繰上償還させることがあります。

繰上償還

課税上は株式投資信託として取扱われます。公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度「愛
称：ＮＩＳＡ（ニーサ）」の適用対象です。ＮＩＳＡをご利用の場合、毎年、一定額の範囲で新たに
購入した公募株式投資信託などから生じる配当所得および譲渡所得が一定期間非課税となります。販
売会社で非課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、販売会
社にお問合せください。

課税関係

手 続 ・ 手 数 料 等 ※基準価額は便宜上1万口当りに換算した価額で表示されます。

！

お買い付けのお申込みはできません。
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ファンドの費用

ファンドに関するお問合せ先委託会社【ファンドの運用の指図を行います】

ニッセイアセットマネジメント株式会社
コールセンター 0120-762-506

9:00～17:00（土日祝日・年末年始を除く）
ホームページ https://www.nam.co.jp/

ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者登録番号 関東財務局長（金商）第369号
加入協会：一般社団法人投資信託協会 一般社団法人日本投資顧問業協会

受託会社【ファンドの財産の保管および管理を行います】

株式会社りそな銀行

当該費用の合計額、その上限額および計算方法は、運用状況および受益者の保有期間等により異なるため、事前に記載することはできません。！

分配時の普通分配金、換金（解約）時および償還時の差益（譲渡益）に対して、所得税および地方税がかかります。詳しくは、投資
信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

税金

投資者が直接的に負担する費用

当該投資信託の募集期間は終了しました。購入時手数料購入時

換金申込受付日の翌営業日の基準価額に0.5%をかけた額とします。信託財産留保額換金時

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

ファンドの純資産総額に年率0.638％（税抜0.58％）をかけた額とし、ファンドからご負担いただ
きます。

運用管理費用
(信 託 報 酬)

毎 日

・シュローダー先進国好利回りＣＢファンド2022-12（適格機関投資家専用）
→年率0.5225%（税抜0.475%）投資対象とする

指定投資信託
証券 ・ニッセイマネーストックマザーファンド

→ありません。

ファンドの純資産総額に年率1.1605%（税抜1.055％）程度をかけた額となり
ます。実質的な負担

ファンドの純資産総額に年率0.011％（税抜0.01%）をかけた額を上限とし、ファンドからご負担
いただきます。監 査 費 用

組入有価証券の売買委託手数料、信託事務の諸費用および借入金の利息等はファンドからご負担いた
だきます。これらの費用は運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を記載することは
できません。
また、ファンドが「シュローダー先進国好利回りＣＢファンド2022-12（適格機関投資家専用）」
を換金する際には、信託財産留保額※をファンドからご負担いただきます。
※シュローダー先進国好利回りＣＢファンド2022-12（適格機関投資家専用）における換金申込受
付日の翌営業日の基準価額に0.5％をかけた額。
なお、投資者が実質的に負担する信託財産留保額は、前記「投資者が直接的に負担する費用」に記
載の信託財産留保額となります。

その他の費用・
手数料随 時

！
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お買い付けのお申込みはできません。
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※販売会社は今後変更となる場合があります。
   詳しくは、販売会社または委託会社の照会先までお問合せください。

金融商品

取引業者

登録金融

機関

岩井コスモ証券株式会社 〇 近畿財務局長(金商)第15号 〇 〇 〇

ＯＫＢ証券株式会社 〇 東海財務局長(金商)第191号 〇

ぐんぎん証券株式会社 〇 関東財務局長(金商)第2938号 〇

大和証券株式会社 〇 関東財務局長(金商)第108号 〇 〇 〇 〇

株式会社大垣共立銀行 〇 東海財務局長(登金)第3号 〇 〇

株式会社関西みらい銀行 〇 近畿財務局長(登金)第7号 〇 〇

　本資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。 10 / 10

取 扱 販 売 会 社 名
一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融

商品取引業

協会

登 録 番 号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業協会

取 扱 販 売 会 社 一 覧

ご 留 意 い た だ き た い 事 項
①投資信託はリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動し、運用成果（損益）はすべて投資者の皆様のものとなります。
投資元本および利回りが保証された商品ではありません。
②当資料はニッセイアセットマネジメントが作成したものです。ご購入に際しては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論
見書）、契約締結前交付書面等（目論見書補完書面を含む）の内容を十分にお読みになり、ご自身でご判断ください。
③投資信託は、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録金融機関で購入された場合、投資者保
護基金による支払いの対象にはなりません。
④投資信託のお取引に関しては、クーリング・オフ（金融商品取引法第37条の6の規定）の適用はありません。
⑤当資料のいかなる内容も将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。また、資金動向、市況動向等によっては方針
通りの運用ができない場合があります。
⑥当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。
⑦当資料のグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手
数料等を考慮しておりませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。
⑧当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰属し
ます。
⑨当資料の内容は原則作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。


